
 
2011年 11月 22日 東京新聞 
 
【福島原発事故】 福島第１原発 1200億円保険打ち切り 
 
原発の損害賠償保険を引き受けるため、損害保険会社 23 社で共同運営する「日本原子力保険プール」(日
本プール) が、東京電力福島第１原発に対する損害保険の契約を更新しない方針を固めたことが分かった。
東電は年間契約が切れる来年１月 15日までに、保険の引き受け手を見つけたり、保険額（1200億円）相
当の現金を供託したりしないと、福島第１原発が無保険の「違法状態」となる。 
 
すべての原発は、事故が起きた場合に 1200 億円を上限に賠償金が支払われるよう、保険加入などが原子
力損害賠償法(原賠法) で義務づけられている。これを怠ると、原発は稼働できない。 
 
地震や津波の場合は政府補償が適用されるが、問題になっているのは運転ミスによる事故などをカバーす

る民間保険の部分。 
 
福島第１原発で加入している民間保険は来年１月 15日に契約が終わるが、日本プールは、炉心溶融などの
重大な事故を起こした福島第１原発は、落ち着いてきたとはいえ、通常の原発とは比べものにならないリ

スク(危険性) があり、1200億円もの保険は引き受けられないと判断。政府や東電にその旨を通知した。 
 
原賠法は「損害賠償をする資力を確保していなければ原子炉の運転や廃炉作業をしてはならない」と規定

しており、無保険の状態では、原子炉の冷却や使用済み燃料の取り出しなど事故収束作業にも重大な影響

が出ることは必至だ。このため、原賠法を扱う文部科学省は、東電や日本プールとの間で、対応策の協議

を始めた。 
 
保険に代え、保証人(機関) を立てたり、保険額と同じ 1200 億円を供託したりする方法もある。ただし、
東電は賠償に追われ、全額を調達できる可能性は低い。このため、大幅に減額した民間保険と、東電が「原

子力損害賠償支援機構」や主要取引行から融資を受けて供託するなど複数の手法を組み合わせる方向で検

討が進められている。東電は「最終的に決まったわけではない。まだ交渉途中なので詳細にコメントでき

ない」としている。 
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東電は3月末に金融機関から約2 兆円の緊急融資を受け、9月末で1兆4800 
億円の手元資金があるが、2012年 3月期の連結業績は、火力発電の燃料費
や事故対策費がかさみ、純損益が 6000 億円の赤字となる見通し。資金繰
りは苦しく、1200 億円の供託は簡単ではない。 
 
 
 
 
画像：電力会社に義務づけられた賠償の備え 朝日新聞より 


